
75 2025

452 50% 452 50%

H28 100% 74% 82%





 













地域医療構想等に対する意見（平成27年度ヒアリングより）

提　案

看護師が24時間体制をとるには19床必要 ベッド数の少ない診療所でも24hr看護体制を確保するため、訪問看護師が診療所を訪問するシステムづくり

他医院からの応援医師の診療支援 応援医師が動けるような、県内統一の電子カルテ操作システムの開発

入院～退院までの移行先の不安解消 地域で完結できるための、退院後の後方施設の整備（病病間機能連携等）

退院調整時の施設探しの負担 退院後も患者が満足できる場所（ベッド・施設）を確保するため、退院時の連携施設調整システムづくり

訪看の質・量の確保 地域で公的な施設としての、各病院と繋がる大規模な訪問看護ステーションの整備

在宅看護の中堅看護師への拡大 中堅看護師に対する在宅看護研修への補助または人的な支援制度の創設

小児リハ体制の不十分 急性期から在宅への移行期間のフォローができる小児リハ拠点の整備

在宅リハの充実が必要 訪問セラピストの雇用に対する補助制度の創設

セラピスト養成施設がない セラピスト養成施設の県内設置

圏域の医師・看護師が少ない 医療機関連携・人材交流の実施（公民）

医療スタッフの確保が困難であり、子育て世代の安心が必要 保育所・小児科医の誘致

24時間訪看に向けた人材の確保が困難 訪問看護を実施する機関への人材強化の支援

ケアマネが在宅患者の不調時に病院へすぐに繋ぐ ケアマネ等を含む、在宅看取り教育の実施

在宅医療のための、住まいの不足 自治体がサ高住を設置

在宅医療支援のためのICT対応の遅れ 淡海あさがおネット活用に向けた端末整備補助制度の創設

看護師の確保困難地域である 看護師偏在の調整する取組の実施

看護師不足のため研修担当看護師の確保が必要 潜在看護師に対する在宅医療等の研修実施

看護・介護スタッフの不足 潜在看護師・介護士の再教育への補助

地域における多職種連携の推進 多職種連携を進める集会・研修会への補助

在宅医療の現状把握・問題点の分析がない 行政主体による在宅医療の実態把握

高齢者の格差問題 減免だけでなく、支援の届かない高齢者への支援

課　題
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地域医療構想等に対する意見（平成27年度ヒアリングより）

提　案 備　考

看護師が24時間体制をとるには19床必要
ベッド数の少ない診療所でも24hr看護体制を確保するため、訪問看護師が
診療所を訪問するシステムづくり

他医院からの応援医師の診療支援 応援医師が動けるような、県内統一の電子カルテ操作システムの開発

入院～退院までの移行先の不安解消
地域で完結できるための、退院後の後方施設の整備（病病間機能連携
等）

退院調整時の施設探しの負担
退院後も患者が満足できる場所（ベッド・施設）を確保するため、退院時の
連携施設調整システムづくり

訪看の質・量の確保
地域で公的な施設としての、各病院と繋がる大規模な訪問看護ステーショ
ンの整備

在宅看護の中堅看護師への拡大
中堅看護師に対する在宅看護研修への補助または人的な支援制度の創
設

小児リハ体制の不十分 急性期から在宅への移行期間のフォローができる小児リハ拠点の整備

在宅リハの充実が必要 訪問セラピストの雇用に対する補助制度の創設

セラピスト養成施設がない セラピスト養成施設の県内設置 （県検討中）

圏域の医師・看護師が少ない 医療機関連携・人材交流の実施（公民）

医療スタッフの確保が困難であり、子育て世代の安心が必要 保育所・小児科医の誘致

24時間訪看に向けた人材の確保が困難 訪問看護を実施する機関への人材強化の支援

ケアマネが在宅患者の不調時に病院へすぐに繋ぐ ケアマネ等を含む、在宅看取り教育の実施

在宅医療のための、住まいの不足 自治体がサ高住を設置 民業圧迫となり困難

在宅医療支援のためのICT対応の遅れ 淡海あさがおネット活用に向けた端末整備補助制度の創設

看護師の確保困難地域である 看護師偏在の調整する取組の実施

看護師不足のため研修担当看護師の確保が必要 潜在看護師に対する在宅医療等の研修実施

看護・介護スタッフの不足 潜在看護師・介護士の再教育への補助

地域における多職種連携の推進 多職種連携を進める集会・研修会への補助

在宅医療の現状把握・問題点の分析がない 行政主体による在宅医療の実態把握

高齢者の格差問題 減免だけでなく、支援の届かない高齢者への支援

課　題 H28事業

①

①

②

⑨

⑩

⑪

⑫

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧
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平成28年度　地域医療介護総合確保基金提案事業より
No. 通番号事業名 事業概要

① No.13 退院支援機能強化事業

県内各病院の退院支援を担当する職員の研修や情報交換を行うことにより、退院支援担
当者のスキルアップと院内の退院支援体制の構築を図る。このことにより、退院支援を必
要とする患者について切れ目なく地域に確実に繋ぐ体制の整備を行う。
　また、訪問看護ステーションを中心とする在宅医療を担う看護師と病院看護師の相互研
修および交流の機会を設けることにより、看－看連携の推進を図る。

No.10 圏域地域リハビリテーション支援事業

滋賀県理学療法士会、滋賀県作業療法士会、滋賀県言語聴覚士会が共同で、在宅支援
や市町の新しい介護予防事業のニーズに対応できるリハビリテーション専門職（理学療法
士、作業療法士、言語聴覚士）の人材育成と、市町からのニーズに対応できる地域ごとの
派遣システムを構築する。

No.23
新たな地域医療の展開に必要なリハビリテーションス
タッフの育成事業

予防や急性期から、回復期・維持期までのリハビリテーション、障害者・小児のリハビリ
テーション、ICT・ロボット工学・再生医療(移植医療)等、新たなリハビリテーション分野の実
践的教育と研修機会を提供し、総合的に活動できるリハビリテーション専門職（理学療法
士、作業療法士、言語聴覚士）の育成を行う。

③ No.10 圏域地域リハビリテーション支援事業

滋賀県理学療法士会、滋賀県作業療法士会、滋賀県言語聴覚士会が共同で、在宅支援
や市町の新しい介護予防事業のニーズに対応できるリハビリテーション専門職（理学療法
士、作業療法士、言語聴覚士）の人材育成と、市町からのニーズに対応できる地域ごとの
派遣システムを構築する。

④ No.23
新たな地域医療の展開に必要なリハビリテーションス
タッフの育成事業

予防や急性期から、回復期・維持期までのリハビリテーション、障害者・小児のリハビリ
テーション、ICT・ロボット工学・再生医療(移植医療)等、新たなリハビリテーション分野の実
践的教育と研修機会を提供し、総合的に活動できるリハビリテーション専門職（理学療法
士、作業療法士、言語聴覚士）の育成を行う。

⑤ No.45 滋賀県医師キャリアサポートセンター運営事業

滋賀県の地域医療支援センターである「滋賀県医師キャリアサポートセンター」がコント
ロールタワーとなり、関係者・団体等と連携しながら、県内の医師の絶対数の確保や、地
域・診療科偏在の解消、病院で働く女性医師数の増加に向けて、各種医師確保対策を実
施する。

No.65 病院内保育所運営費補助金
病院及び診療所に従事する職員の離職防止ならびに再就業を促進するため、病院内保育
所の運営に対する助成を行う。

No.73 ナースセンター事業

ナースセンターは、病院・訪問看護ステーション・介護福祉施設等の看護職員確保支援や
復職支援のための研修実施を実施しているが、平成27年度から開始される看護職員の離
職時届け出制度を早期に定着し、看護職員人材確保を効率的に行うため、ナースセンター
機能強化を図る必要があり、サテライトを設置し、サテライト運営のための機器の整備と登
録業務従事者の確保に対する支援の実施。

⑥

②

滋賀県理学療法士会

滋賀医科大学

民間設置の県内病院（２１施設）

滋賀県看護協会

滋賀県理学療法士会

実施主体

滋賀県病院協会

県立成人病センター

県立成人病センター
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No. 通番号事業名 事業概要

No.24 在宅看護力育成事業

新卒の看護師が安心して訪問看護ステーション等に就職できるためには、学生教育の時
から在宅看護学の教育の充実が必要であるため、看護学科３年次に新たなカリキュラム
“訪問看護師コース”を設置し、新卒でも在宅看護の現場を選択できるようなカリキュラムを
開発する。

No.33 暮らしの看護パワーアップ事業
訪問看護師の人材確保・育成のため、看護学生からの階層別研修を行うとともに、多様な
看護サービスを提供する訪問看護ステーションの機能強化を図る。

No.34 訪問看護支援センター設置・運営事業

訪問看護師の総合的な支援を行う訪問看護支援センターにおいて、訪問看護師の人材確
保・資質向上および訪問看護ステーションの機能の充実・強化を図り、在宅療養を支援す
る看護サービスの多様化・量と質の確保を進め、県民一人ひとりが安心して在宅での療
養・看取りができる環境整備を行う。

No.75 看護師等養成所設備・備品整備事業

看護職員の就業の場は、訪問看護ステーションや福祉施設、介護施設等多岐の渡ってき
ている。そのため、看護師等養成所においても在宅医療に関する学習が今まで以上に求
められている。看護師等養成所が、在宅医療に関する教育環境を整備することで、在宅医
療にかかる教育の向上を図ることを目的に、必要な設備、および備品整備に要する費用を
助成する。

No.18 圏域在宅医療福祉推進事業

滋賀県保健医療計画に基づき、在宅医療推進の具体的方向性、各関係団体の機能、数
値目標を掲載した「滋賀県における在宅医療推進のための基本方針」を作成し、進捗管理
を行う。
具体的には、医師会等の多機関多職種が一堂に会して協議検討を行う。課題解決に向け
た各団体の具体策を提案、共有する。
また、協働することにより一層効果が期待できるものは具体的な取り組みに発展させるた
めの提案等を行う。

No.19 圏域在宅医療福祉推進事業
各圏域の政策を進行管理し、地域での情報共有、課題の抽出、取り組みの推進を図る地
域協議会の活動を支援することにより、地域の医療介護資源の状況や地域特性を踏まえ
た地域包括ケアシステムの構築と医療介護提供体制の再構築を図る。

No.21 医療と介護をつなぐ看取り介護推進事業

県民が希望する病院以外の在宅等の「生活の場」における療養・看取りを推進するため、
施設等の現場において、介護と医療の連携をすすめ、多職種チームによる看取りケアが行
えるよう、介護職員等の資質の向上を図る研修会を開催するとともに、施設看取りの現状
と今後の課題を把握するための実態調査を行うことにより、現場での看取り介護の実践に
向けての体制づくりを行う。

⑨ No.1 医療情報ＩＣＴ化推進事業
平成26年7月から本格運用を開始している医療情報連携ネットワークシステムの機能強化
に係る経費の補助等を行う。

⑩ No.73 ナースセンター事業

ナースセンターは、病院・訪問看護ステーション・介護福祉施設等の看護職員確保支援や
復職支援のための研修実施を実施しているが、平成27年度から開始される看護職員の離
職時届け出制度を早期に定着し、看護職員人材確保を効率的に行うため、ナースセンター
機能強化を図る必要があり、サテライトを設置し、サテライト運営のための機器の整備と登
録業務従事者の確保に対する支援の実施。

特定非営利活動法人滋賀県医療情報連
携ネットワーク協議会

⑧

⑦

実施主体

滋賀医科大学

滋賀県看護協会

看護師等養成所（３施設）

滋賀県老人福祉施設協議会

滋賀県看護協会

滋賀県看護協会

各圏域の協議会

滋賀県
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No. 通番号事業名 事業概要

No.2 地域医療研修支援事業

地域医療を一層充実したものとし、医療・介護・生活支援を体系的に支援するために、それ
ぞれが自立しながら、深い相互理解と情報共有ができる多職種の連携が必要である。これ
を推進するために、指導体制の充実、教材作成を行い、各地の研修参加者との情報共有
の基盤となるITネットワークを設け、広く県下各地域の人材育成を図る。

No.11
市町在宅医療・介護連携推進事業
（市町在宅医療連携拠点推進セミナー）

市町の在宅医療・介護連携推進事業が効果的に実施できるよう、市町在宅医療・介護連
携推進セミナーおよび地域リーダーステップアップ研修を開催し、広域的・専門的な視点か
ら支援を行うことで、2025年を見据えた在宅療養の推進体制の構築を図る。

No.19 圏域在宅医療福祉推進事業
各圏域の政策を進行管理し、地域での情報共有、課題の抽出、取り組みの推進を図る地
域協議会の活動を支援することにより、地域の医療介護資源の状況や地域特性を踏まえ
た地域包括ケアシステムの構築と医療介護提供体制の再構築を図る。

No.18 圏域在宅医療福祉推進事業

滋賀県保健医療計画に基づき、在宅医療推進の具体的方向性、各関係団体の機能、数
値目標を掲載した「滋賀県における在宅医療推進のための基本方針」を作成し、進捗管理
を行う。
具体的には、医師会等の多機関多職種が一堂に会して協議検討を行う。課題解決に向け
た各団体の具体策を提案、共有する。
また、協働することにより一層効果が期待できるものは具体的な取り組みに発展させるた
めの提案等を行う。

No.19 圏域在宅医療福祉推進事業
各圏域の政策を進行管理し、地域での情報共有、課題の抽出、取り組みの推進を図る地
域協議会の活動を支援することにより、地域の医療介護資源の状況や地域特性を踏まえ
た地域包括ケアシステムの構築と医療介護提供体制の再構築を図る。

滋賀県

各圏域の協議会

⑫

実施主体

滋賀県

各圏域の協議会

⑪

病院事業庁（成人病センター）
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